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はじめに

近年、わが国における外資系企業の事業活動が、

わが国の市場・雇用市場両面の創出に大きな貢献

的役割を果たしつつある。海外諸国では、自国の

経済成長を促進する手段として積極的に外資誘致

施策を実施し、その結果先進各国の多くは、対内

直接投資残高のGDPに占める割合が２０％～３０％に

達している。

２００３年３月、日本政府は、外資系企業による投

資が日本企業に新技術や革新的な経営をもたらし、

雇用機会の創出にもつながるとして、対日投資増

大の方針（５年後に日本への投資残高を倍増する

ことを目標）を打出した。最近、地方においても、

外資系企業の日本への直接投資動向に対する関心

が高まりつつある。

本年４月、ジェトロは、「対日直接投資に関す

る外資系企業の意識調査報告（第１０回）」を発表し

たが、この報告からは、外資系企業が地方進出に

関心をし始めた気配を感ずるとともに、外資系企

業から提示された進出に際しての問題点の改善が

地方における外資系企業誘致への参考になるもの

と思われる。

本稿は、限られた既存資料、ジェトロなどへの

ヒアリングを通して、在日外資系企業の動きを簡

単にまとめるとともに、上述の調査報告の概要を

紹介したものである。

１．対日直接投資の概観

�１ ２００３年度の特徴

２００３年度における日本の対内直接投資（報告・

届け出ベース）は１８７億ドル（２兆１，６６１億円）で、

前年度比４．４％増（円ベースで３．２％増）であった

（図１）。うち、製造業向けが４３億ドル（同３６．１％減）、

非製造業向けが１４４億ドル（同２８．８％増）となり、

非製造業分野が対日直接投資の牽引的役割を果し

たことになる。製造業では食品分野が、非製造業

では金融関連、商事・貿易業、小売業の増加が目

立った。

国・地域別では、アメリカからの対日投資が減

少し、EUおよびアジアNIESの増加が際立った。中

でも、中国政府の海外投資に対する前向きなスタ

ンスを反映して、中国企業の対日投資は小規模な

在日外資系企業の動向
��在日外資系企業の意識調査報告から��

富山県貿易・投資アドバイザー 野 村 允

図１ 日本の対内直接投資動向〈報告・届け出ベース〉

資料：「ジェトロ貿易投資白書」（２００４年版）

－１１－－１１－
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がら胎動し始めたことが注目される（表１）。

２００３年末時点での日本の対内直接投資残高（ス

トック）は、８９８億ドル（９兆６，０９９億円）で、前年

比１４．５％増（円ベースで２．６％増）となった。国・

地域別では、欧米が全体の８割を占めた。

本年６月末、財務省の発表によると、２００４年度

の海外から日本への直接投資は３７４億ドル、前年度

比２倍増と大幅な伸びを示し、同年度の日本から

海外への年度直接投資（３５５億ドル）を上回った。

国・地域別では欧米が主体であり、また業種別で

は金融・保険業、運輸業、通信業が増大した。ち

なみに、韓国は前年度比約７倍増（サービス、商

事・貿易）、中国は同約３倍増（商事・貿易）とな

った。

�２ 「外資系企業総覧」東洋経済：（２００５年版）

から見た動向

同資料掲載の企業は、�資本金５，０００万円以上で

かつ外資比率が４９％以上の企業を収録、�株式公

開企業や主要企業については基準以外も含む、


日本本社や外国銀行、外国証券等の在日支店も収

録、�上記以外の外資系企業で、基本的に資本金

に関係なく外資比率２０％以上の企業も収録、�ア

ンケートは２００４年１２月に実施された。

Ａ 外資系企業の親会社の国籍・地域別

�総数３，４８８件のうち、アメリカが１，５４３件（構成

比４４．２％）、EUが１，４４７件（同４１．５％）、アジア地域

が４０３件（同１１．６％）であり、欧米企業で８割強を

占めている。

�北東アジア地域では、韓国が１８３件、中国（香

港を含む）が１３２件、ロシアが１件である。

Ｂ 外資系企業の業種

�製造業が８１４件（構成比２３．３％）で、国別では

欧州が３８４件、アメリカが３８０件、アジア地域では

中国（香港を含む）が１５件、台湾が１１件、韓国が

８件などである。

�非製造業は２，６７４件（同７６．７％）で、国別では

アメリカが１，１６３件、欧州が１，０６４件、アジア地域で

は韓国が１７５件、中国（香港を含む）が１１７件、台

湾が４０件などである。


ちなみに、中国（香港を含む）の場合、製造

業の中で、医薬品、機械・同部品、電機・同部品

が主体であり、非製造業では卸売業が全体の５割

強を占め、そのほか運輸・通信業、ソフトウエア、

情報サービス、サービス業、銀行などが目立つ。

韓国の場合、製造業では電機・同部品、ガラス・

窯業、化学などが主体であり、非製造業ではサー

ビス業、ソフトウエア、情報サービス、運輸・通

信業、銀行・保険業で全体の９割弱を占めている。

そのほかコンサルタント業、リース・金融業など

幅広い分野に展開している。２００４年９月、関西に

初めて進出したロシア企業は、最先端機器の販売

を主体とする日本支店を開設した。

Ｃ 外資系企業本社の府県別所在

�東京都には２，６４５件立地し、全体の７５％を占め

ているが、東京都周辺地区にも多く展開している

表１ 日本の主要国・地域別対内直接投資
〈報告・届け出ベース〉

（単位：１００万ドル、％）

２００２年度 ２００３年度

金 額 金 額 伸び率 構成比

北 米

米 国

中 南 米

ケイマン諸島（英）

バミューダ諸島（英）

Ｅ Ｕ １５

オ ラ ン ダ

フ ラ ン ス

ド イ ツ

英 国

東 ア ジ ア

中 国

ア ジ ア Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ

大 洋 州

日 本

そ の 他

５，３８０

４，８７６

１，８３７

１，６７１

７０

５，２５６

３，２２１

９０

９８０

２５７

３７３

３

３７０

４８

４，４６２

５８０

３，８９３

３，０９０

４，０７５

２，５８６

１，４３１

６，０１８

２，８００

１９３

１，１７３

２３０

１，４２７

３

１，４２５

１４

３，１８１

１１３

△２７．６

△３６．６

１２１．９

５４．７

１，９３４．８

１４．５

△１３．１

１１４．３

１９．７

△１０．７

２８２．９

２．８

２８４．８

△７０．０

△２８．７

△８０．５

２０．８

１６．５

２１．８

１３．８

７．６

３２．１

１５．０

１．０

６．３

１．２

７．６

０．０

７．６

０．１

１７．０

０．６

合 計 １７，９３５ １８，７２２ ４．４ １００．０

〔注〕�日本からの対内直接投資は外資系企業によるもの
�円建てで公表された数値を日銀インターバンク・期中平均レートを
用いてドル換算。２００２年度は１ドル＝１２１．９０円、２００３年度は１ドル
＝１１３．０３円で換算

資料：「ジェトロ貿易投資白書」（２００４年版）

－１２－－１２－
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（神奈川県２９０、千葉県４９、埼玉県３４、静岡県３２）。

そのほか、大阪府が１６２件、兵庫県が８９件、愛知県

が４７件である。

�立地の少ない地域は北海道９、東北１３、九州

２６、四国５である。


北陸地域には１０件（富山４、石川４、福井２）

が展開している。

２．「在日外資系企業の意識調査」から

�１ 在日外資系企業の雇用

Ａ 調査対象企業の概要

�企業ホームページ、在日外国商工会議所名簿、

有価証券報告書などから４，２７６社の外資系企業を把

握し、調査実施。

�進出形態別では、外資系子会社２，６１１社、外資

系孫会社１，３１４社、在日支社３５１社。


業種別では、卸・小売業、飲食店が２，０２５社

（４７．４％）、製造業が７５３社（１７．６％）であった。

�本社所在地別では、東京都が２，７４１社（６４．１％）、

神奈川県が３４９社（８．２％）、大阪府が１９９社（４．７％）

であった（表２）。

Ｂ 調査内容

�外資系企業の雇用者は１０２万３，４４１人（２００４年９

月末現在）。

�この数字は日本の全常用雇用者の２．４％にあた

る。投資国別では、アメリカが６１万人（５９．６％）、

フランスとドイツがそれぞれ１３万人（１２．９％）で

あった（表３）。


進出形態別にみると、外資系子会社が６０万人

（５８．５％）、外資系孫会社が３７万人（３６．５％）、在日

支店が５万人（５．０％）であった。

�業種別では製造業が３８万人（３７．４％）、卸売・

小売業、飲食店が３５万人（３４．１％）であり、産業

表２ 都道府県別外資系企業数（本社所在地）

都道府県名
合 計

日本法人 在日支店
外資系子会社 外資系孫会社

企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比

東 京 都 ２，７４１ ６４．１％ ２，４２４ ６１．８％ １，９８３ ７５．９％ ４４１ ３３．６％ ３１７ ９０．３％

神奈川県 ３４９ ８．２％ ３３０ ８．４％ ２２７ ８．７％ １０３ ７．８％ １９ ５．４％

大 阪 府 １９９ ４．７％ １９５ ５．０％ １３７ ５．２％ ５８ ４．４％ ４ １．１％

兵 庫 県 １１０ ２．６％ １０６ ２．７％ ７１ ２．７％ ３５ ２．７％ ４ １．１％

埼 玉 県 ８９ ２．１％ ８８ ２．２％ １９ ０．７％ ６９ ５．３％ １ ０．３％

愛 知 県 ８０ １．９％ ７９ ２．０％ ３３ １．３％ ４６ ３．５％ １ ０．３％

千 葉 県 ７７ １．８％ ７４ １．９％ ３９ １．５％ ３５ ２．７％ ３ ０．９％

静 岡 県 ７０ １．６％ ７０ １．８％ ２１ ０．８％ ４９ ３．７％ ０ ０．０％

福 岡 県 ４４ １．０％ ４４ １．１％ ７ ０．３％ ３７ ２．８％ ０ ０．０％

北 海 道 ４１ １．０％ ４１ １．０％ ３ ０．１％ ３８ ２．９％ ０ ０．０％

そ の 他 ４７６ １１．１％ ４７４ １２．１％ ７１ ２．７％ ４０３ ３０．７％ ２ ０．６％

合 計 ４，２７６ １００．０％ ３，９２５ １００．０％ ２，６１１ １００．０％ １，３１４ １００．０％ ３５１ １００．０％

国 名 企業数 構成比 雇用者（人） 構成比

米 国 １，９９２ ４６．６％ ６１０，０３８ ５９．６％

フランス ４３２ １０．１％ １３２，２８５ １２．９％

ド イ ツ ５４５ １２．７％ １３１，７９７ １２．９％

英 国 ２９３ ６．９％ ５３，２７７ ５．２％

ス イ ス １７４ ４．１％ ２８，２４８ ２．８％

オランダ ８１ １．９％ １１，３０８ １．１％

カ ナ ダ ４３ １．０％ ７，２０６ ０．７％

そ の 他 ７１６ １６．７％ ４９，２８２ ４．８％

合 計 ４，２７６ １００．０％ １，０２３，４４１ １００．０％

業 種
外資系雇用者
（Ａ）（人）

構成比
全常用雇用者
（Ｂ）（人）

産業別外資系
雇用比率（Ａ／Ｂ）

建設業 ３，７５４ ０．４％ ３，００２，０００ ０．１％

製造業 ３８３，０９１ ３７．４％ ８，６８２，０００ ４．４％

運輸・通信業 ８５，２７３ ８．３％ ３，３７４，０００ ２．５％

卸売・小売業、飲食店 ３４８，８３５ ３４．１％ １１，４４０，０００ ３．０％

金融・保険業 １１６，１１３ １１．３％ １，４１４，０００ ８．２％

不動産業 ２，５４７ ０．２％ ３５３，０００ ０．７％

サービス業 ８３，３２６ ８．１％ １４，３４７，０００ ０．６％

その他 ５０２ ０．０％ ３２５，０００ ０．２％

全産業 １，０２３，４４１ １００．０％ ４２，９３７，０００ ２．４％

（単位：社数、％）

表３ 投資国別企業数と雇用者数 表４ 業種別雇用状況

〔注〕全常用雇用者数（Ｂ）：構成労働省「毎月勤労調査（平成１６年９月分）」
（事業所規模５人以上の常用労働者数）

－１３－－１３－
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別外資系雇用比率が最も高いのは金融・保険業が

１２万人（８．２％）であった（表４）。

�２ 日本のビジネス環境・魅力

Ａ 調査対象企業の概要

�２００４年１１月から１２月にかけて、在日外資系企業

３，７６９社（４，２７６社から孫会社などを除外）にアンケ

ート調査を実施。

�回答企業は７０７社、回答率１８．８％。

Ｂ 拠点の機能別に見た日本の魅力

�拠点機能を販売、製造・加工、物流、基礎研

究や製品開発、地域統括・管理の５つに分類し、

さらに拠点別にいくつかの視点を設け、各項目に

対する評価を求めた。

�拠点別に、５０％以上を占めた項目は表５の通

りである。販売拠点は「潜在顧客の多さ」、「所得

水準の高い顧客層」、「事業パートナーの存在」で

あり、物流拠点は「日本国内アクセスの利便性」、

地域統括拠点は「情報を迅速に収集出来る」であ

った。その他の拠点の項目で高率を示したのは、

製造拠点では「市場に近く、販売に便利」、研究・

開発拠点では「市場や製造拠点の近接性」、「新製

品開発向けの消費財の存在」が目立った。

Ｃ 日本進出を決めたビジネス環境の優位性

�日本への進出を決めた際、他のアジア諸国に

比べて、どのような日本のビジネス環境の優位性

を重視したかを尋ねた。表６の通り、決め手は「マ

ーケットが見込める」（８６．１％）、次いで「ビジネス

パートナーの存在」が４５．０％、「政治・社会的安

定」が２３．９％となり、多くの外資系企業が日本市

場自体の魅力を指摘している。

�日本マーケットの魅力については、「マーケ

ットが見込める」と判断して進出した企業の中で、

進出時と比べた現時点で一層「改善した」（２０．５％）

とする企業が「悪化した」（１９．０％）を上回り、外

資系企業は日本市場への魅力が増してきていると

表５ 日本に投資する上で魅力的と評価するポイント

評価の視点 魅力的 魅力的でない わからない 無回答
非常に魅力的 やや魅力的

販
売
拠
点

潜在顧客の多さ ８３．９％ ４５．５％ ３８．３％ ４．４％ ４．０％ ７．８％

所得水準の高い顧客層 ５６．０％ ２１．２％ ３４．８％ １３．２％ １９．５％ １１．３％

商品の付加価値や流行に敏感な顧客層 ４５．７％ １９．５％ ２６．２％ １８．０％ ２３．９％ １２．４％

競合他社が多く、競争力の検証ができる ４２．４％ ９．２％ ３３．２％ ２６．０％ １９．２％ １２．３％

競合他社が少なく、高い市場シェアが見込める ３６．９％ １２．９％ ２４．０％ ２９．４％ ２１．１％ １２．６％

ビジネスパートナーの存在 ６１．７％ ２０．１％ ４１．６％ １２．４％ １５．４％ １０．５％

製
造
拠
点

関連産業が発展・集積しているため、部品を調達しやすい ３４．８％ １０．７％ ２４．０％ ９．５％ １９．７％ ３６．１％

市場に近く、販売に便利 ４２．０％ １６．０％ ２６．０％ ６．２％ １５．７％ ３６．１％

原料・部品の仕入れ価格が割安 ８．３％ ２．５％ ５．８％ ３０．４％ ２４．３％ ３６．９％

高品質な部品が調達しやすい ３３．９％ ９．２％ ２４．８％ ８．２％ ２２．２％ ３５．６％

質の高い労働力 ３８．６％ １１．０％ ２７．６％ ５．８％ １９．４％ ３６．２％

物
流
拠
点

国内物流コストが割安 １１．３％ ２．４％ ８．９％ ３８．６％ １９．７％ ３０．４％

アジア地域へのアクセス利便性 ３２．５％ ５．２％ ２７．３％ １８．７％ １８．８％ ３０．０％

日本国内のアクセス利便性 ５２．５％ １４．０％ ３８．５％ ７．６％ １０．５％ ２９．４％

関税障壁および非関税障壁が低い ２７．３％ ５．８％ ２１．５％ １９．７％ ２２．８％ ３０．３％

アジア地域の調達・購買拠点としての利用価値 １９．１％ ３．５％ １５．６％ ２３．３％ ２６．７％ ３０．８％

信頼のおける物流関連業者 ４９．９％ １０．５％ ３９．５％ ５．９％ １５．１％ ２９．０％

研
究
・
開
発
拠
点

大学や研究機関が充実 ２５．６％ ５．２％ ２０．４％ １１．３％ ２８．３％ ３４．８％

先行的な研究が多く、最新情報が入手しやすい ３４．９％ ９．９％ ２５．０％ ７．４％ ２３．１％ ３４．７％

新製品開発の指針となる消費者の存在 ３６．８％ １１．９％ ２４．９％ ６．８％ ２２．１％ ３４．４％

技術力の高い製造メーカーの存在 ３５．８％ １０．７％ ２５．０％ ７．２％ ２２．５％ ３４．５％

日本企業は設計段階から参加させてくれる ２１．１％ ４．１％ １７．０％ １２．０％ ３１．７％ ３５．２％

市場や製造拠点が近くにある ３９．２％ ９．８％ ２９．４％ ５．７％ ２０．２％ ３４．９％

地
域
統
括
拠
点

グローバル企業の本社が集積 ４３．３％ １０．５％ ３２．８％ １２．２％ １８．８％ ２５．７％

情報を迅速に収集できる ５２．２％ ９．６％ ４２．６％ ８．２％ １３．７％ ２５．９％

金融面の環境整備状況 ３６．５％ ７．６％ ２８．９％ １６．４％ ２１．４％ ２５．７％

国境を越える資金取引における税制 ２１．６％ ２．０％ １９．７％ ２４．８％ ２７．０％ ２６．６％

－１４－－１４－
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認識しているようである。


さらに、今回の調査では、アジアへのゲート

ウエイとしての日本の魅力が改善している点が、

注目される。「日本を足がかりにしてアジアに進

出しやすい」を重視して日本に進出を決めた企業

は２０．１％を占めていたが、これらの企業のうち現

時点においてアジアへのゲートウエイとしての日

本の魅力がより「改善した」と回答した企業が３８．０％

を占め、「悪化」（１１．３％）を上回ったことからも

裏づけられる。

Ｄ 今後の事業展開

�日本における今後の事業展開について、「事

業規模の拡大を図る」企業は５２．１％、「現状維持」

が４０．６％、「事業縮小が必要と考えている」が３．１％

となり、日本市場で事業展開を積極化する企業が

多数を占めた。

�業種別で見ると、「事業規模の拡大を図る」

業種としては、「機械」、「医薬品・化粧品」に多

い。「現状維持」の業種としては、卸・小売業の

「文具・玩具・スポーツ用品」、「輸送用機械器具」

とサービス業の「運輸業」が目立った。


具体的な事業展開としては、「販売力の強化」

が６６．８％、「新商品・サービスの投入」が５６．６％と

なり、販売面での事業展開が中心となろう（表７）。

�課題としては、事業拡大を図る企業のうち、

半数以上（５２．４％）が「希望する人材はいるが、

確保出来ない」と回答しており、技術者や営業職

などの人材確保が指摘されている。

�今後予想される在日外資系企業の事業展開と

しては、エレクトロニクスや医薬・化学関連企業

による「研究開発の拡充」あるいは日本企業との

「Ｍ＆Ａ」や「事業提携」を模索する動きがあげ

られている。

３ その他－関心のある進出地域－

�今後新たに支店、工場、研究施設などの新た

な拠点を設置する計画の有無について、「計画あ

り」が１２．９％であった。

�「計画あり」と回答した企業が進出先として

関心のある地域は「近畿」（３９．６％）が最も多く、

次いで東京都、中部・北陸、九州・沖縄と続いて

いる。


地方進出に際して、どのような問題があるの

かについては、最も多かったのは「マーケットが

見込めない」、「人材の確保が容易ではない」、「マ

ーケットまでの距離が遠い」、「物流インフラの未

整備」、「周辺産業が集積していない」などが指摘

されている。

表６ 進出時に重視した日本のビジネス環境
日本のビジネス環境 １位 ２位 ３位 合計 割合

マーケットが見込める ５５４ ４３ １２ ６０９ ８６．１％

ビジネスパートナーの存在 ６８ １９９ ５１ ３１８ ４５．０％

政治・社会的に安定している ２ ５３ １１４ １６９ ２３．９％

有能な人材が確保しやすい ６ ９７ ５９ １６２ ２２．９％

日本を足がかりにしてアジアに進出しやすい ９ ６２ ７１ １４２ ２０．１％

日本企業は信頼できる（契約や約束を遵守する） ４ ５３ ６３ １２０ １７．０％

インフラが整備されている ４ ３３ ５４ ９１ １２．９％

法制度が整備されている ２ ７ １８ ２７ ３．８％

外国人の生活環境（住居、教育、医療等）が整備されている ０ ３ １６ １９ ２．７％

外資規制が少ない ０ ４ １０ １４ ２．０％

対日投資誘致が熱心である ０ ５ １ ６ ０．８％

公的機関の透明性が高い １ ３ １ ５ ０．７％

会計制度が整備されている ０ ４ ０ ４ ０．６％

その他 １１ ２ ４ １７ ２．４％

無回答 ４６ １３９ ２３３ ４１８ ５９．１％

全体 ７０７ ７０７ ７０７ ２，１２１ －

〔注〕割合は合計の回答件数の回答企業数に対する割合

－１５－－１５－
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新たな資本、雇用、経営 
 ノウハウ、技術をもたらす。 

国際提携により、グローバル 
 競争に対する競争力を強化 

地域経済の活性化 
雇用の拡大 

国
内
に
な
い
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
を 

提
供
し
、
新
市
場
を
創
出 

新
規
事
業
・
事
業
再
生
の
た
め
の 

リ
ス
ク
マ
ネ
ー
を
提
供 

例： 
AFLACによる 
ガン保険の紹介 

例： 
ルノーによる 
日産自動車 
の再生 

例： 
リップルウッド 
による 
シーガイア再建 

例： 
ロッシュによる 
中外製薬買収 

おわりに

�１ 在日外資系企業の意識調査およびヒアリン

グなどから

�今後の事業展開について、「事業規模の拡大

を図る」企業が全体の５４．１％を占め、在日外資系

企業は前向きな対日戦略を指向していることが窺

われる、�地方進出については、近畿、中部・北

陸などを中心に地方への展開意向が強まってきた

ようである、
これまでも指摘されてきた問題点

の中で、物流インフラの整備、周辺産業の集積、

外国人の生活環境の整備には改善が見られたとい

うことである、�在日外資系企業の多くは欧米で

あるが、近年、北東アジア地域の中で、韓国、中

国からの対日投資が着実に増加し、業種の多面的

広がりも窺われる。最近、ロシア企業の動きも注

目される。「外資系企業総覧」に掲載されている

１社のほかに、世界第３位のアルミニウム企業の

現地法人（東京、シンガポールをアジアの販売拠

点化）、およびコンサルタント、教育・文化交流な

ど幅広い分野に事業活動を進めようとする投資会

社の進出があげられる。

�２ 北陸地域の外資系企業の動向と地域の対応

�「海外企業総覧」によれば、北陸地域に進出

している外資系企業は７件であるが、実数は２０件

を超えるものと推測される（外資比率など選定基

準如何にもよるが）。例えば、ジェトロ福井の調査

によれば福井県には欧米を中心に８件確認されて

いる、�業種としては北陸３県の産業構造を反映

して、繊維、機械部品、医薬品が主体であるが、

最近は金融・保険、コールセンターなどの進出、

および華僑資本によるレストランを中心とした事

業展開も見られる、
今後、北陸地域としては、

外資系企業誘致の重要性（図２）を改めて認識す

る中で、在日外資系企業から提起された地方進出

に際しての問題点の改善（個性ある産業の集積、

技術・研究開発の充実、人材の育成など）に努め

るとともに、ジェトロなど外資系企業誘致支援組

織などとの協力を得ながら官民一体となって誘致

活動を推進することが必要であろう。

参考・引用資料・ヒアリング先
「ジェトロ貿易投資白書」２００４年版
「第１０回対日直接投資に関する外資企業の意識調査」

２００５年３月
「外資系企業総覧」（東洋経済）２００５年版

ジェトロ、�ロシア東欧貿易会など

表７ 今後の事業展開と、具体的な戦略
（各業種の企業数）

販売力を強化する 新商品・新サービスを投入する

全業種 ６６．８％ 全業種 ５６．６％

繊維商品・衣服（卸・小売） ８５．７％ 生活用品・リビング雑貨（卸・小売） ８１．０％

医薬品・化粧品（卸・小売） ８４．２％ 電気機械器具（製造） ７８．６％

金属製品（卸・小売） ８３．９％ 精密機械器具（卸・小売） ７３．８％

一般機械器具（製造） ８３．３％ 医薬品・化粧品（卸・小売） ７３．７％

生活用品・リビング雑貨（卸・小売） ８１．０％ 一般機械器具（卸・小売） ７１．４％

既存の生産能力・サービスを拡充する 人員を増強する

全業種 ３０．７％ 全業種 ２６．７％

一般機械器具（製造） ６６．７％ 飲料食品（卸・小売） ５１．９％

電気機械器具（製造） ６４．３％ 医薬品・化粧品（卸・小売） ４７．４％

金融・保険業（サービス） ５９．５％ 金属製品（卸・小売） ４５．２％

電子部品・デバイス（製造） ４６．７％ 専門サービス業（サービス） ４３．５％

専門サービス業（サービス） ４３．５％ 電子部品・デバイス（卸・小売） ４１．７％

日本企業との提携を強化する 日本での研究開発体制を拡充する

全業種 ２０．１％ 全業種 ９．３％

医薬品・化粧品（製造） ５０．０％ 電子部品・デバイス（製造） ２６．７％

輸送用機械器具（卸・小売） ４０．０％ 医薬品・化粧品（卸・小売） ２６．３％

情報通信機械器具（卸・小売） ３７．５％ 化学（製造） ２１．４％

電子部品・デバイス（卸・小売） ３６．１％ 電気機械器具（製造） ２１．４％

情報通信業（サービス） ２９．８％ 医薬品・化粧品（製造） １８．８％

Ｍ＆Ａにより事業規模を拡大させる

全業種 ８．８％

化学（製造） ３２．１％

医薬品・化粧品（製造） ２５．０％

一般機械器具（製造） １６．７％

電子部品・デバイス（卸・小売） １６．７％

輸送用機械器具（卸・小売） １５．０％

図２ 対内直接投資の効果

資料：ジェトロ資料から
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